



































In Quest of the Meaning of the Rebirth of Nihon Hidankyo in  
the 1960s: An Analysis of ‘Documents Related to  
the Confederation, No. 8’
Shinobu Matsuda
This paper examines a file （No. 8） of historical documents related to Nihon 
Hidankyo （Japan Confederation of A- and H-Bomb Sufferers Organizations）, 
and discusses how the organizational principle of the confederation was 
changed from top-down to bottom-up in the late 1960s.
When the movement to ban atomic and hydrogen bombs in Japan was 
split in the 1960s, Nihon Hidankyo suspended activities for a year since it 
couldn’t coordinate the violent clash of opinions about the pros and cons of the 
nuclear weapons. When Hidankyo became active again Takeshi Ito, the 
executive director of the Tokyo branch （Toyukai）, of the confederation, was 
the central figure who lead the successful reorganization. He listened to voices 
of A-bomb survivors, and spurred them to participate actively in the 
confederation. He believed that doing so would help survivors regain the 
strength necessary to go on with their lives.
Key words:  Japan Confederation of A- and H-Bomb Sufferers Organizations （日
本原水爆被害者団体協議会）, movement to ban atomic and hydrogen 
bombs （原水爆禁止運動）, suspension and re-start of the confederation 






ところが、各地区の代表者からな 東友会理事会で この三〇〇名の動員は大変な論議をよびおこしてしまった。 「座り込みを含むこうした行動に被爆者を動員するには、時間をかけた討論を通じ 動への理解を深めなければ不可能である。 」 「都内と雖も交通費がかか 。一人三〇〇円としても、一日九万円、四回もつづければ、三六万円の費用 その費用はどのようにして捻出するのか」発言する各地区の代表者の頭には、一地域当り一〇名の割りになるこの動員数に、具体的に「誰々さん」 顔が去来したことであろう。その人をこの動員につれ出すためのいろいろな方策がこ 発言をさせたのであろう。私たち東友会の執行部には、この大動員は
被団協の従来の体質を根本的に変























諸島のビキニ環礁とエニウェトク環礁で核実験をおこな 。近隣の島民や近海で操業していた多数の漁船に被害が及び、第五福竜丸乗組員が「原子病」にかかったことが報じられ、 「 〝死の灰〟が国内 持込まれて不用意に運ばれている」危険性が指摘された
四
。さらに同船の鮪から放射能が検出




































原水爆被害者全国大会が開催された。会場には「 水爆禁止運動の促進」「原水爆犠牲者の国家補償」 「被害者の治療・自立更生」 「遺家族の生活補償」 「 爆被害に因る国民生活の安定保証」の五本のスローガンが掲げられた。
そしてこの大会にて日本原水爆被害者団体協議会の結成が決められた。























禁会議への加盟をおこなっている地方とそうではない地方があり、日本被団協として統一方針 示せ い事情があることが確認された。そして日本被団協としては日本原水協に加盟し 現状を維持するとまとめた。この報告をうけて大分県被団協は九月一六日に総会を開き、日本被団協と大分県原水協からの脱退を決め
一五た。
またこの直前の米ソの対立の激化を受けて、日本原水協内部でも軋轢が















加したが、第一七回理事会では、森滝 日本原水協の役員、広島県原水協の役員、日本被団協の役員であることを整理することなく、被災三県連絡会議 主導者に加わったことに対して、激しい批判が出たと『五〇年史』には記されている。また同理事会では、日本原水協の一角に「寄宿」していた日本被団協事務局を、暫定的に、広島県被団協に移動するとの 報告」が森滝からなされた。それまでは日本被団協の活動資金は日本原水協に寄せられる被爆者救援募金でまかなわれ 計事務も日本被団協から要請で日本原水協の協力のもとに処理されてきたが、 の関係は事務所移転によって崩れることとなっ
一七た。
さらに一九六五年二月第一九回代表理事会にて、日本被団協は当分いか
















































































 世話人会は当日の集いの準備とともに、全都の被爆者運動と救援運動を発展させるため 、自主的 創造的な運動をおしすすめる。
⑶

































































ていることを糾弾している点が特徴である。さらに東友会は自らを「中立の団体」と位置づけ「下部の意見 機関に正当に反映するから中立になるのです。被爆者にはいろ〳〵の人がおり、その意見の一致したところで会議を進めてい」るの 対し、日本被団協理事長の立場でありながら、社会党・総評系の国民会議に接近する森滝を厳しく批判している。さらに、森滝らを「被爆者貴族」と揶揄しつつ「私たちは毎日〳〵の活動の中で人〳〵の被爆者 大切にするが故に、憤激を一段と強 し、被爆者貴族の跋こを問責したい思いで一杯であります」とし 。
前章でまとめたように、森滝がこだわったのは「いかなる国の核実験に









































日本被団協の組織的運営の第一点は、地方組織の主体的活動を日本被団協の運営の基礎に据えることであります。第二点は、この上に立脚して、日本被団協共通の事業としては全会、全会員の一致し得る行動を強力に推進することであります。つまり地方組織の連絡協議体が、日本原水爆 害者団体協議会であることを鮮明にすることであります。第三点は「被爆の運命を共にした」という一点に基いて結成されているの性格上、その集団的意志の代表 しかた 、より集団的、中立的性格がうち出されることであります。こゝに、当面いかなる原水禁組織にも加盟せずという立場を貫きながら日本被
 
団協としての機構改善が必要とな ます。抽象的な表現でありま が、日本被団協としては、各会が一致し得る事業を共通事業と る連絡協議
機関とし

























































































Ｂは活版印刷である。ほぼ同 内容であるが Ｂから Ａのうち、ヤジなどの公開に適さないと判断されたであろう記述 削除されており、下書きにあたると思われる。史料Ａには執筆者は記載されていない。
この二つの史料には、すでに「加盟」をとりやめた原水禁団体との関係


















 広島の桧垣氏、小佐々議長より折ちゆう案として、 「いかなる原水禁団体とも加盟せず」をてつかいし、あらゆる平和友好団体と つことを方針案に記録せず 確認事項として意味を含ませるこ を提案、多くはこれに同意していたが、広島の二人のオブザーバー 婦人のちつかい〔＝蟄懐〕により、再び二つの意見が対立。
⑷



















あります。第二に、日本被団協を無活動、分裂の危機 おいやつ のは、きわめ 非民主的な組織運営にあります。規約を無視して事務局を勝手に移動したり組織とは無関係になつた元事務局員〔和田氏〕の私宅を連絡事務所 あて さらに援護法制定の署名を一年間も放置するなど、組織運営のイロハにも反する行為であります。
◦
─（27）─

























































て「日本被団協の中核としての東友会」 章 立て 森滝へ 問責状からはじまり、日本被団協の事務体制構築に東友会が協力することになり、さらに 「東友会の独自活動が被団協の運動 」なっていく経緯が記されており、そこには同 自負がうか われる。
3、運動「再生」のキーマンとしての伊東壮東友会が一九六〇年代後半以降の日本被団協の運動再生に協力していく
際に有した運動のロジックはどのようなものだったか。こ 時期の東友会の中心となっ のが伊東壮であった。東京・三多摩 被爆者の声を拾い集










































































わば大会のための発言に中心がおかれた議論のようにしか思えなかった」と記している。さらに「原水協の八月だけの活動と考えあわせながら、原水協大会に集ま 人 ち 多くがもっている、あまりに濃厚な「個人的、一時的」代表意識にいさ かうんざりした」とすら記している。
また被爆者問題について、伊東は次のように示している。
















ることもできず放置されてきた被爆者たちは、人類、民族、国民、地域社会に不信 抱かざるを得 状況におかれており 間が生み出した科学や国家組織に対しても不信をもっ いる点をあげている。それゆえに被爆者は行動をおこなう「精神的な基盤」がないのだとした。
また不信からなる否定の意識が徹底されれば、 「行動への契機を内包し




特種意識をもっている。同時に平等を望む意志もそれに絡まりついて」おり、その自己肯定の意識が「発展す 〝否定〟 識への基盤」となり るのだと伊東は評価した。
伊東は〝否定〟意識が大いなる発展へとつながる契機をつくるものとし
て以下のように指摘している。




















あてはまり、 「原爆を自分の現在の苦悩と結びつけてはいるが、只原爆投下時の放射能乃至は熱線・爆風 物理的被害が、今日尚自分の身体的障害をおこしているということだけで、現在の自分と を結びつけている」人と伊東は述べ いる。しかしこの類型 被爆者は「俺は他の国民と違うんだ」の意識を持って がゆえに、理解してくれない思いから深い孤立に至ると述べている。
第三の類型は「幾分でも社会科学的認識の助けをかりられる人とか、実
際に活動し考えている人に多い」被爆者であり、 「前の二 のタイプに比較すると、原爆を総合的に掴え、戦後の政治が進む中でつみ重ねられた被害を計算に入れ、その結果として被爆者が、今日 ような立場に立たさていることを考えているタイプの人」であるとした。 「何も知らない―
知
















る運動の振り返りに 外部に対する要求や陳情、被爆者に対する援護の取り組みなどは描かれている半面、 「再生」後の被団協運動に積極的に参加する行為自体が被爆者に「生きる意味」を与え続けてきた点が書かれていないように感じた。そのことは『五〇年史』執筆者自身にとって、あまりにも自明であったからか、ある 副次的効果 みなされたからかなのかは定かではない。
この点は被団協運動の歴史的評価にも関わる。もし被団協運動の成否が、
国家補償を軸とする被爆者援護法の実現のみをもって図られるのならば、今もなお被団協 運動目的を達成できてはいない。しかし被爆者が「生きていてよかった」と思えるようにすることが目標であったとす ならば、その成否はい がだろうか。
被爆に対する国家補償を求め続けてきた点で、被団協は自らの運動を特






















「邦人漁夫、ビキニ原爆実験に遭遇」 （ 『読売新聞』一九五四年三月一六日朝刊七面） 。
五
　　






























伊東壮「よく、そしてみんなで生きるために」 （ 『東友会報』一九五九年一〇月） 。伊東壮『被爆の思想と運動』 （新評論、一九七五年）への全文転載からの再引用。
三四
　






伊藤〔東〕壮「 「被爆者の意識の前進」についての試論」 （ 『被団協連絡』№
25、一九六〇年五月一〇日） 。
三七
　
たとえば被爆問題の戦後的展開を広島を中心に記した宇吹暁『ヒロシマ戦後史―
被爆体験はどう受けとめられてきたか』岩波書店、二〇一四年）で
は、原水禁世界大会から一九六〇年代前半までの広島の被爆者運動の成果が華々しく描かれるのに対して、広島県被団協が分裂した以降の時期を扱った第六章からは、被爆体験を個別に明らかにする取り組みが書かれるのみであり、トーンダウンしているようにみえる。
 
（まつだ
　
しのぶ
　　
歴史文化学科准教授・近代文化研究所所員研究員）
一三
　『五〇年史』本巻一〇二頁。
一四
　『五〇年史』本巻一〇二―一〇三頁。
一五
　『五〇年史』本巻一〇三頁。
一六
　『五〇年史』一〇三―
一〇四頁。この過程で広島県原水協代表委員であった
森滝市郎（日本被団協理事長）は「部分的核停条約の成立で極東の緊張はかえって増大している」趣旨を含む演説をしている（一九六三年八月五日） 。
一七
　『五〇年史』一〇八頁。なお一九六四年六
〜
七月にかけて広島県被団協はさ
らに分裂し、さきに設立された全日本被爆者協議会と三分される事態が生じている。
一八
　『五〇年史』一〇九頁。
一九
　「被団協連絡」七三号（一九六六年六月一 日） 。
二〇
　「被団協関連文書
008-3-02 。
二一
　
注一七に記した通り、広島県被団協は分裂し、同名の 体が連立している状況であったため、正規の加盟団体としての発言を許可されなかった。
二二
　「被団協関連文書」
008-3-11 。
二三
　「被団協関連文書」
008-3-10 。
二四
　「第二〇回代表理事会開催通知」 （ 「被団協関連文書」
008-3-12 ） 。
二五
　「森滝市郎宛
　
東京都原爆被害者団体協議会（東友会）書簡」 （ 「被団協関連
文書」
008-3-15 ） 。
二六
　「被団協関連文書」
008-3-16 。
二七
　
東北ブロックの「辞職勧告文」 、静岡県被団協の不信任電報の存在は未だ史料的に確認がとれていない。
二八
　「被団協関連文書」
008-3-09 。
二九
　「被団協関連文書」
008-3-06 。作成年月日の記載はない。
三〇
　「被団協関連文書」
008-3-07 。
